
●不動産特定共同事業法の一部を改正する法律案

クラウドファンディングに対応した環境整備

良質な不動産ストックの形成を推進するための規制の見直し

小規模不動産特定共同事業に係る特例の創設

○ 空き家・空き店舗等の再生・活用事業に地域の不
動産事業者等が幅広く参入できるよう、出資総額等
が一定規模以下の「小規模不動産特定共同事業」
を創設。

○ 事業者の資本金要件を緩和するとともに、５年の
登録更新制とする等、投資家保護を確保。

古民家を宿泊施設に改装
して運営（明日香村おもて
なしファンド）

【空き家等の再生・活用事業の例】

舟屋をカフェ・宿に改装
して運営（伊根 油屋の
舟屋「雅」 ）

○ 投資家に交付する契約締結前の書面等について、
インターネット上での手続に関する規定を整備。

○ インターネットを通じて資金を集める仕組みを取り
扱う事業者について、適切な情報提供等必要な業務
管理体制に係る規定を整備。

【国内クラウドファンディングの市場規模推移】

○ プロ向け事業の規制の見直し
・ プロ投資家向け事業における約款規制の廃止。
・ 機関投資家等スーパープロ投資家のみを事業参加者とする場合
の特例等の創設。

○ 特別目的会社を活用した事業における事業参加者の範囲の
拡大
・ 一部のリスクの小さな事業（修繕等）における事業参加者の範囲
を一般投資家まで拡大。

【特例事業の活用事例】
旧耐震のホテルを建て替え、
環境性能の高いホテルを開発

出典：㈱矢野経済研究所「国内クラウドファンディング市場に関する調査結果2016」
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○ 空き家・空き店舗等が全国で増加する一方で、志ある資金を活用して不動産ストックを再
生し、地方創生につなげる取組が拡大しているが、不動産特定共同事業※に該当する場合
には、許可要件が地方の事業者にとってはハードルが高く、見直しが必要。
※ 組合形式で出資を行い、不動産の売買や賃貸による収益を投資家に配当する事業。

○ 地方創生に資する事業での資金調達方法として、クラウドファンディングの活用が広がる
中、不動産特定共同事業では書面での取引しか想定しておらず、電子化への対応が必要。

○ 観光等の成長分野を中心に質の高い不動産ストックの形成を促進するため、不動産特定
共同事業制度の規制の見直しが必要。

背景・必要性

法案の概要

【目標・効果】
地方の小規模不動産の再生により地方創生を推進するとともに、
成長分野での良質な不動産ストックの形成を推進し、都市の競争力の向上を図る。
（ＫＰＩ） 地方の不動産会社等の新たな参入 800社（2017～2022年）

空き家・空き店舗等の再生による新たな投資 約500億円（2017～2022年）


